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（写真）選挙管理委員会（CNE）“CNE ７月２７日の市長選・市議会議員選の当選者リストを公表” 

 

 

２０２５年７月２８日（月曜） 

 

政 治                     

「CNE 全ての市長・市議会議員選の当選者発表 

～与党連合２８５市、その他政党５０市～」 

「MCM ９０％の国民がマドゥロ政権を拒絶した」 

「大統領選から１年 野党が不正選挙を訴え」 

経 済                     

「米 Chevron ベネズエラ事業再開について説明 

～ロイヤリティ、法人税などの支払い不明瞭～」 

「外国企業 米政府にベネズエラ事業の再開要請」 

「Bancamiga ６カ月で財務収入３５４．２％増」 

「JAC Motor カラカスに正規販売店オープン」 

 

２０２５年７月２９日（火曜） 

 

政 治                    

「外相 米政府による児童３３人の誘拐訴え」 

経 済                    

「大企業・中堅企業の税負担 GDP１４％に相当」 

「輸出有望産業はカカオ、果物、メタノール」 

「２０２５年 Q１ コーヒー輸出は５００％増」 

「ベネズエラ イランと６分野で協力深化約束」 

社 会                     

「ベネズエラでポピュラーな名字トップ１０」 

「CLAP の中身と現在の価格、購入条件は？」 

「グアリコ州 豪雨で９０００超の世帯に影響」 
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２０２５年７月２８日（月曜）             

政 治                       

「CNE 全ての市長・市議会議員選の当選者発表    

   ～与党連合２８５市、その他政党５０市～」       

 

７月２７日 全国市長・市議会議員選およびコミューン

選挙が行われた（「ベネズエラ・トゥデイ No.1248」）。 

 

選挙当日の一次速報の時点で、当選が確定した市長は３

３５市のうち３０４市、市議会議員は２，４０２議席の

うち２，１８４議席だったが、翌日には全ての公職選の

当選者が確定。 

 

「選挙管理委員会（CNE）」は、ソーシャルメディア・

アプリ「Telegram」にて選挙結果を公表した。 

 

今回の市長選の結果は、与党連合「偉大な愛国者連合

（GPP）」の当選者が２８５人（約８５％）、与党連合以

外の当選者が５０人（約１５％）。 

 

前回２０２１年に行われた市長選では、与党連合「偉大

な愛国者連合（GPP）」の当選者が２１１人（約６３％）、

与党連合以外の当選者が１２４人（約３７％）だったの

で、与党連合が大きく市長数を伸ばしたことになる。 

 

今回の市長選の結果と分析については、本日付けの「ウ

ィークリーレポート No.417」を参照されたい。 

 

な お 、 CNE が 公 表 し た 実 際 の 当 選 者 リ ス ト は

「ALCALDESA O ALCALDE DE MUNICIPIO」の通

り（１ページ目の表紙は当選者リストの一部）。 

 

このリストには「州・市」「所属政党」「個人番号」「当

選者の名前」しか書かれておらず、当選者が何票を獲得

して、得票率が何パーセントで当選したかなどの情報が

抜けている。 

CNE は、「投票数は６２７万３，５３１票」と発表した

が、各市の選挙結果の詳細は発表していない（主要都市

の選挙結果については、一次速報の段階で部分的に発表

されている）。 

 

従って、６２７万３，５３１票のうち、どれだけ与党候

補が獲得し、どれだけ野党候補が獲得したのか、など投

票結果の詳細について分析することは現段階ではでき

ない。 

 

マドゥロ大統領は、今回の選挙結果について「民主主義

の勝利」と宣言。当選した５０人の野党市長について「共

に協力して働こう」と呼びかけた。 

 

「MCM ９０％の国民がマドゥロ政権を拒絶した」         

 

野党のリーダーであるマリア・コリナ・マチャド氏（以

下、MCM）は、７月２７日に行われた選挙について、

自身のソーシャルメディア・アカウントにて見解を表明。 

 

「２０２４年７月２８日から現在までに起きたことは

何か？」「（２４年７月２８日に行われた大統領選では）

エドムンド・ゴンサレスが国民の７０％の支持を受けた」 

「一方、本日は９０％の国民がマドゥロに“No”を突き

付けた」と投稿。 

 

９０％の国民がマドゥロを否定したとの見解を示した。 

 

なお、この９０％という数字の根拠は不明だが、考えら

れるとすれば、２０２４年７月の大統領選の結果をベー

スにしているのかもしれない。 

 

MCM 氏率いる野党グループは、２０２４年７月２８日

に行われた大統領選について、マドゥロ大統領の得票数

が３２２．６万票だったと認識している（「ウィークリ

ーレポート No.366」）。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/f1496236067a300639af18d9b34bb471.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c0c9ad345efee7bb0b641eec00c31869.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c0c9ad345efee7bb0b641eec00c31869.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/ALCALDES-Y-ALCALDESAS.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9af66ebf49f83aa3623e2bba8617de50-1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/9af66ebf49f83aa3623e2bba8617de50-1.pdf
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ベネズエラの有権者数は２１，５２４，１２６人なので、

約２１５万人が与党候補に投票した場合（つまり、約１

９３７万人の有権者が投票不参加、あるいは与党以外の

候補者に投票した場合）は、「９０％の国民がマドゥロ

に“No”を突き付けた」と認識できるだろう。 

 

２４年７月の大統領選でマドゥロ大統領が獲得した得

票数３２２．６万票から、更に１００万票ほど減ったと

仮定すれば「９０％の国民がマドゥロに“No”を突き付

けた」と言えるのかもしれない。 

 

「大統領選から１年 野党が不正選挙を訴え」         

 

前述の通り、２０２４年７月２８日にベネズエラで大統

領選が行われた。 

 

つまり、２０２５年７月２８日は昨年の大統領選から１

年が経過した日に当たる。 

 

主要野党および MCM 氏、エドムンド・ゴンサレス候補

は、大統領選から１年が経過したタイミングでマドゥロ

政権による不正選挙を非難した。 

 

主要野党を中心とする野党連合「統一プラットフォーム

（PUD）」は、ソーシャルメディア・アカウントにて声

明を発表。 

 

「２０２４年の大統領選は、エドムンド・ゴンサレス候

補が正当な当選者だが、強権政権が民意を踏みつけ、政

権に留まり、投票を無意味なものにした」と主張。 

マドゥロ政権に対して、民主主義の道へ戻るよう呼びか

けた。 

 

スペインに亡命しているエドムンド・ゴンサレス候補は、

「BBC」のインタビューに応じ、マドゥロ政権による不

正選挙を訴えた。 

 

ゴンサレス候補は、 

「我々は、昨年７月２８日の選挙で起きた不正行為の事

実を訴え続けてきた」「この事実は消すことは出来ない」

「誰もが不正選挙が行われた事実を知っており、彼らの

不正を証明する証拠が公開されている」とコメント。 

マドゥロ政権による不正選挙を訴えた。 

 

なお、記者から「ベネズエラに帰国する予定はあるか？」

との質問を受けると、 

「帰国の日付は決めていない」「戻るためには必要な要

件をクリアしなければならず、現在はその要件がクリア

できていない」「我々は現時点で帰国の決定を下すリス

クは冒さない」と回答した。 

 

経 済                        

「米 Chevron ベネズエラ事業再開について説明    

 ～ロイヤリティ、法人税などの支払い不明瞭～」           

 

米国国務省の Tammy Bruce 報道官は、Chevron に対す

る制裁ライセンスの発行について説明。 

 

「ベネズエラ政府に対して原油資金を流入させること

は許容しない」と説明した。 

 

この方針は、かねてからトランプ政権が掲げている方針

で、Chevron の事業再開は許可したが、「ベネズエラ政

府に対して原油資金を流入させることは許容しない」と

いう方針は維持しているということになる。 

 

ただし、実際のところ２０２２年にバイデン政権が発効

した制裁ライセンスは、Chevron がマドゥロ政権あるい

は PDVSA に金銭を支払うことを禁止しており、金銭的

な支払いは希釈剤などで代物返済するよう定められて

いた。 
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トランプ政権が、更に条件を厳しくするとすれば、「ベ

ネズエラ政府への法人税やロイヤリティの支払い」の部

分だろう。 

 

実際のところ、バイデン政権が発効した制裁ライセンス

には「ベネズエラ政府への法人税やロイヤリティの支払

い」が禁止事項として定められている。 

 

しかし、Chevron は PDVSA と合弁会社を設立して、ベ

ネズエラで活動をしており、ベネズエラ政府に法人税や

ロイヤリティを支払うのは、Chevron ではなく、その合

弁会社である。 

 

そして、その合弁会社の株式の５０％超は PDVSA 側が

保有しており、ベネズエラ政府への法人税やロイヤリテ

ィの支払いは PDVSA 側に決定権があり、Chevron は支

払いに関与する権限がない。 

 

つまり、バイデン政権が定めた制裁ライセンスでは、「ベ

ネズエラ政府への法人税やロイヤリティの支払い」とい

う禁止事項が無意味なものになっていたということに

なる。 

 

新たにトランプ政権が発効した制裁ライセンスは、この

点について更に条件を厳しくしているのかもしれない。 

 

ただし、トランプ政権は Chevron に対して発行した制

裁ライセンスを非公開としており、具体的にどのような

制裁ライセンスが発行されたのかは不明である。 

 

「外国企業 米政府にベネズエラ事業の再開要請」                  

 

ロイター通信は、「外国のエネルギー会社が米国政府に

対して、ベネズエラでの事業再開についてライセンスの

発行を要請している」と報じた。 

 

 

具体的には、スペインの「Repsol」、イタリアの「Eni」、

フランスの「Maurel & Prom」、インドの「Reliance」ら

の名前が挙がっている。 

 

「Chevron」のベネズエラ事業再開が許可されたとの報

道を受けて、これらの企業も制裁ライセンスの発行を要

請しているということだろう。 

 

ロイターが各社の広報担当に事実確認を行ったところ、

「Maurel & Prom」は「現時点で制裁ライセンスの発行

は受けていない」と回答。 

 

「Repsol」、「Eni」、「Reliance」および PDVSA は、ロイ

ターからの質問に回答していないという。 

 

「Bancamiga ６カ月で財務収入３５４．２％増」                  

 

昨今、ベネズエラの民間金融機関の中で「Bancamiga」

の躍進が著しい。 

 

Bancamiga は、金融機関の中では小規模と認識されてい

たが、ユーザーフレンドリーなプラットフォームの開発、

融資の増加などで顧客を増やしており、２０２５年には

顧客数が１００万人を超えた。 

 

２０２５年６月末時点の Bancamiga の総貸付残高は２

０２４年１２月末から１９２．５８％増。貸付額では、

国内の民間金融機関の６位になったという。 

 

また、外貨預金額では民間金融機関の３位に浮上。 

財務収入は３５４．２３％増だったという。 

 

なお、Bancamiga の José Simón Elarba 頭取は、２０２

５年７月１７～１８日に行われた Fedecamaras の総会

で最優秀企業家賞を受賞していた（次ページ写真）。 
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（写真）Fedecamaras “José Simón Elarba 頭取” 

“写真左、緑色のネクタイを付けた男性” 

 

「JAC Motor カラカスに正規販売店オープン」                  

 

中国の自動車メーカー「JAC Motor」は、カラカスのラ

ス・メルセデス地区およびエルアティージョ市のショッ

ピングセンター「Parque Cerro Verde」に新たに２つの

正規販売店をオープンすると発表した。 

 

新たに２つの販売店をオープンすることで、JAC Motor

は全国に２８カ所の店舗を持つことになるという。 

 

「ベネズエラ自動車商工会（CAVENEZ）」によると、２

０２５年１～６月までの「JAC Motor」の新車販売数は

５，４９３台で、TOYOTA に続いて２位。 

 

ベネズエラの新車販売シェアの３６．７％を占めている

（「ベネズエラ・トゥデイ No.1245」）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２５年７月２９日（火曜）              

政 治                       

「外相 米政府による児童３３人の誘拐訴え」        

 

７月２９日 イバン・ヒル外相は、「トランプ政権がベ

ネズエラの児童３３人を誘拐し続けている」と主張。 

 

コロンビアでベネズエラ問題を担当している米国国務

省の John McNamara 氏について「児童誘拐の主犯格で

あり、倫理的に極めて問題がある人物」と訴え、３３人

を即座にベネズエラへ帰国させるよう求めた。 

 

なお、以下は、ベネズエラ外務省が公表している、両親

と引き離され、米国に留まっている児童３３人の写真。 

 

 

（写真）ベネズエラ外務省 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/63029463a111f939cb7787e5b54f4495.pdf
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経 済                       

「大企業・中堅企業の税負担 GDP１４％に相当」         

 

ベネズエラ税法連合会の Daniel Betancourt 弁護士は、

ベネズエラの税制は、「実質的な税金（税金ではないが、

強制的に支払いが求められる拠出義務金など）」が多い

と指摘。 

 

「実質的な税金」を含めて、大企業および中堅企業の納

税額は、GDP 全体の１４％を占めるとの見解を示した。 

 

Betancourt 弁護士によると、この負担率は、他のラテン

アメリカ諸国と比べれば小さいという。 

 

ただし、「税負担が大企業や中堅企業を中心に一部企業

に偏っているという点で問題がある」との見解を示した。 

 

一方、登記を行わないままビジネスを行っている企業は、

税金を支払っていないと指摘。適切な税負担を実現する

ために法人登記を促進する必要があると指摘した。 

 

「輸出有望品はカカオ、果物、メタノール」         

 

「ベネズエラ貨物・通関業者協会（Asocav）」の Gretsy 

Marín 代表は、ラジオのインタビュー番組に出演。 

 

２０２５年後期は、中国とベネズエラが通関手続きに関

連する合意が実現することで、ベネズエラから中国向け

の輸出が増加するとの期待を示した。 

 

Marín 代表によると、特に輸出の増加が期待されるのは、

農業製品で、具体的にはカカオ、トロピカルフルーツな

どが有望との見解を示した。 

 

また、メタノールについても輸出が拡大すると指摘した。 

 

 

他、金属についても国営企業の稼働状況によっては輸出

が拡大する余地があると述べた。 

 

「２０２５年前期 コーヒー輸出は５００％増」         

 

フリオ・レオン土地農業相は、２０２５年前期のコーヒ

ーの輸出量が８．６万キンタルだったと説明。２０２４

年前期と比べて５００％増加したと述べた。 

 

また、「近日中に米国向けに９５．９トンのコーヒーの

生豆を輸出する予定がある」と説明。 

 

２５年後期もコーヒーの輸出拡大が期待されており、２

０２５年末にはコーヒーの輸出量が前年比１０００％

増（約１０倍）になるとの見通しを示した。 

 

なお、前述の米国向けコーヒー輸出は、「Corporación 

Karaka XXI, C.A.,」とベネズエラ行政の協力事業として

実現するという。 

 

「Corporación Karaka XXI, C.A.,」の Oscar Machuca 社

長は「米国向けの輸出に先駆けて、既にマレーシア、ロ

シア、トルコ、東南アジアにも輸出しており、米国向け

の輸出により輸出先は５カ国目になる」とした。 

 

「ベネズエラ イランと６分野で協力深化約束」            

 

７月２９日 マドゥロ大統領は、イランの Mahmoud 

Pezeshkian 大統領と面談したとコメント。 

 

マドゥロ大統領は、「イランの Pezeshkian 大統領と、エ

ネルギー、科学、テクノロジー、医療、農業、工業の分

野で２国間関係を許可することで合意した」と説明した。 

 

この合意は、２０２２年にイラン政府と合意した「戦略

的協力合意」に基づいた関係強化だという。 
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また、両大統領はイランとイスラエルの紛争について意

見交換を行い、マドゥロ大統領は「国連安全保障理事会

でイスラエルの核武装解除を要請する」「イスラエルは

秘密裏に核兵器の保管を行っており、世界的な脅威にな

っている」とコメント。 

 

世界的な平和を実現するために、西アジアに核兵器禁止

区域を創設することを提案したという。 

 

社 会                        

「ベネズエラでポピュラーな名字トップ１０」           

 

日本でも頻繁に見る名字があるようにベネズエラでも

ポピュラーな名字というものが存在する。 

 

現地メディア「Al Navio」によると、ベネズエラで最も

ポピュラーな名字は、「González」。González の名字を

持つベネズエラ人は、８８万人超だという。 

 

González に次いでポピュラーな名字は「Rodríguez」で

約７７．７万人。３番目は「Pérez」で約５５．７万人だ

という。 

 

ベネズエラ人に多い名字トップ４～１０は以下の通り。 

 

４．Hernández 

５．García 

６．Martínez 

７．Sánchez 

８．López 

９．Díaz 

１０．Rojas 

 

 

 

 

 

「CLAP の中身と現在の価格、購入条件は？」           

 

マドゥロ政権は、現在も安価な基礎食料品セット

「CLAP」を不定期的に販売している。 

 

参考までにカラカス・スクレ市のペタレ地区で販売され

た CLAP の値段と内容を紹介したい。 

 

CLAP の食料品セットの中身は以下の通り。 

・食用油 １リットル 

・とうもろこし粉 ２キロ 

・パスタ １キロ 

・牛乳 ２５０グラム 

・粉ミルク ２５０グラム 

・イワシ缶 ２缶（１７０グラム） 

・米 ２キロ 

・砂糖 １キロ 

・鶏肉のソーセージ缶 １つ 

・豚肉のソーセージ缶 １つ 

・食塩 ５００グラム 

・豆 １キロ 

・小豆 ５００グラム 

 

このセットの価格が８０ボリバル。現在の為替レートで

言うと、０．６５ドル（約９５円）ということになる。 

 

 

（写真）Al Navio 
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なお、CLAP の食料品セットを購入するには「祖国シス

テムへの登録」「家族の世帯主であること」「その地域の

コミューンの一員であること」「一定期間、その土地に

居住していること」など一定の要件がある。 

 

「グアリコ州 豪雨で９０００超の世帯に影響」           

 

７月２９日 グアリコ州で豪雨が発生し、同州 Esteros 

de Camaguán 市の２つの川が氾濫。 

 

Esteros de Camaguán 市の Emilio Ávila 市長は、今回の

豪雨により９０００超の世帯が影響を受けたと報告し

た。 

 

また、市は被災者向けに食料品を配給しており、約２５

００世帯に食料品を配ったと説明している。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

以上 

 


